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津波被災地における復興圃場整備の
合意形成に影響を与える要因分析 
―宮城県東松島市大曲地区を事例として― 

地域生態システム学特別演習Ⅲ 平成27年1月30日 

＠農学部 第2講義棟 視聴覚室 
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１．はじめに 
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１.１ 研究背景 
１.２ 既往研究と研究目的 
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１.１ 研究背景 

東日本大震災発生 
  

宮城県沿岸部の農地 
津波による被害…約1.5万ha 

宮城県東松島市野蒜地区（H26/5/6） 

復興交付金を用いた圃場整備（復興圃場整備）の実施 

ハード面 
○農地の大区画化 
○用水路のパイプライン化 
○暗渠整備     など 

ソフト面 
○地域の営農ビジョンの作成 
○農地の利用集積 
○担い手組織の設立   など  

対応が遅れがち 
（落合ら・2014） 

円滑な合意形成は重要な課題 

１.２ 既往研究と研究目的 
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合意形成に着目した研究は十分でない 

① 復興圃場整備の実施経緯と計画内容の解明 

② 復興圃場整備の計画策定過程の分析 

③ 住民組織の関係性と役割の解明 

 
 

研究目的 

復興圃場整備の合意形成に影響を与える要因の考察 

 
  ○仙台東地区における研究（牧山ら、2013） 

    →復旧・復興に向けた過程と計画内容の整理にとどまる 
  ○集落間の比較による復興圃場整備の研究（落合ら、2014） 

  →合意形成における地域リーダーの主体的な活動の重要性 
    を指摘しているが、その役割は未解明 

津波被災地における復興圃場整備に関する既往研究 
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２．研究方法 
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２.１ 研究対象地の概要 
２.２ 分析手順と調査方法 
 

○大曲地区の被害状況 
 ①被害農地面積 

 面積：195.5ha （地区内全て被災） 

 ②地区内農家被害状況 

 自宅被災：118戸 

 農業用施設、機械被災：46戸 

 （JAいしのまき農家組合員数：167戸、回答数：121戸） 

 ③農業被害金額 

 13億8100万円 

２.１ 研究対象地の概要 
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東松島市 行政区 
宮城県東松島市大曲地区（※） 

（※）以下、本研究で扱う
「大曲地区」とは、 
圃場整備対象地区を指す 

平成23年4月 平成15年8月 
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２.１ 研究対象地の概要 

実
施
事
業 

震災後（H24～）  

C-1事業（農山漁村地域復興基盤総合整備事業） 

  →地元負担金のない復興圃場整備 

C-4事業（被災地域農業復興総合支援事業） 

  →農業用機械・施設のリース（無償） 

経営体育成基盤整備事業
（農地集積加速型） 

震災前（H21～） 

住
民
組
織 

一体的な活用 

工事完了前
に被災 

  大曲地区集落営農実践委員会
（H17～） 

大曲地区農用地利用改善組合
（H25/2～） 

話し合い
の場 

生産組織  
  大曲生産組合 

（H19～） 
(株)ぱるファーム大曲 

（H24/12～） 

２.２ 分析手順と調査方法 

分析手順 

目的① 復興圃場整備の実施経緯と計画内容の解明 
 ・復興圃場整備の実施経緯の把握 
 ・復興圃場整備の計画内容の把握 

目的② 復興圃場整備の計画策定過程の分析 
 ・議事録のデータベース化とコメント内容の分類 
 ・コメント内容の分析 

目的③ 住民組織の関係性と役割の解明 
 ・組織の変遷と関係性の把握 
 ・各組織の役割の把握 
 ・組織間のメンバーの比較 

調査方法 
・ヒアリング調査* 
・資料調査（事業計画書など） 

・資料調査（H24年4～12月の
議事録20回分） 

・ヒアリング調査* 
・資料調査 
（組織図・役員名簿など） 

調査日程：10月15～16日、11月27～28日 計4日間 
調査対象者：以下、計6名 
  ・大曲地区農用地利用改善組合 組合長T氏（目的①、③） 

  ・㈱ぱるファーム大曲 代表M氏（目的①、③） 

  ・河南矢本土地改良区 担当者（目的① ） 

  ・宮城県 担当者（前任・現在）（目的① ） 

  ・JAいしのまき 担当者（目的① ） 

* ヒアリング調査概要 
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3．復興圃場整備の実施経緯
と計画内容の解明 
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3.１ 復興圃場整備の実施経緯の把握 
3.２ 復興圃場整備の計画内容の把握 

目的① 
H23/3/11 

東
日
本
大
震
災
発
生 

H23/4/26 

Ｔ
氏
の
呼
び
か
け
に
よ
る 

安
否
確
認
を
兼
ね
た
話
し
合
い 

H23/6/30 

圃
場
整
備
に
大
曲
浜
地
区
を

編
入
す
る
方
針
の
確
認 

H24/1 

Ｃ -

1
事
業
の
申
請 

H24/3 

Ｃ -

1
事
業
の
採
択 

H23/12/22 

Ｃ -

1
事
業
申
請
の
決
定 

H24/8 

区
画
整
理
工
事
着
工(

31h
a) 

H24/12/6 

(

株) 

ぱ
る
フ
ァ
ー
ム
大
曲 
設
立 

H25/1 

Ｃ -
 

４ 
事
業
の
採
択 

H25/2/26 

大
曲
地
区
農
用
地
利
用
改
善 

組
合 

設
立 

H25/5/20 

営
農
再
開(

31h
a
) 

H24/4/16 

営
農
ビ
ジ
ョ
ン 

（土
地
利
用
計
画
）承
認 

H26 

営
農
再
開(

48h
a) 

 

H24/9/26 

圃
場
整
備
事
業
計
画
変
更

説
明
会 

H24/12 

圃
場
整
備
事
業
計
画
変
更 

手
続
き 

3.１ 復興圃場整備の実施経緯の把握 
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H23/11 

復
興
交
付
金
事
業
に
つ
い
て 

検
討
開
始 

H24/10 

Ｃ -
 

４ 

事
業
の
申
請 

H23/3/11 

東
日
本
大
震
災
発
生 

H23/4/26 

Ｔ
氏
の
呼
び
か
け
に
よ
る 

安
否
確
認
を
兼
ね
た
話
し
合
い 

H23/6/30 

圃
場
整
備
に
大
曲
浜
地
区
を

編
入
す
る
方
針
の
確
認 

H24/1 

Ｃ -

1
事
業
の
申
請 

H24/3 

Ｃ -

1
事
業
の
採
択 

H23/12/22 

Ｃ -

1
事
業
申
請
の
決
定 

H24/8 

区
画
整
理
工
事
着
工(

31h
a) 

H24/12/6 

(

株) 

ぱ
る
フ
ァ
ー
ム
大
曲 

設
立 

H25/1 

Ｃ -
 

４ 

事
業
の
採
択 

H25/2/26 

大
曲
地
区
農
用
地
利
用
改
善 

組
合 

設
立 

H25/5/20 

営
農
再
開(

31h
a
) 

H24/4/16 

営
農
ビ
ジ
ョ
ン 

（土
地
利
用
計
画
）承
認 

H26 

営
農
再
開(

48h
a) 

 

H24/9/26 

圃
場
整
備
事
業
計
画
変
更

説
明
会 

H24/12 

圃
場
整
備
事
業
計
画
変
更 

手
続
き 

3.１ 復興圃場整備の実施経緯の把握 
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H23/11 

復
興
交
付
金
事
業
に
つ
い
て 

検
討
開
始 

H24/10 

Ｃ -
 

４ 

事
業
の
申
請 

 C-1事業 
 

地元負担金がない 
⇒地権者の同意徴収を

後押し  

H23/3/11 

東
日
本
大
震
災
発
生 

H23/4/26 

Ｔ
氏
の
呼
び
か
け
に
よ
る 

安
否
確
認
を
兼
ね
た
話
し
合
い 

H23/6/30 

圃
場
整
備
に
大
曲
浜
地
区
を

編
入
す
る
方
針
の
確
認 

H24/1 
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1
事
業
の
申
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1
事
業
の
採
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H23/12/22 

Ｃ -
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事
業
申
請
の
決
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工
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(
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採
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H25/2/26 

大
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地
区
農
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利
用
改
善 

組
合 

設
立 

H25/5/20 

営
農
再
開(

31h
a
) 

H24/4/16 

営
農
ビ
ジ
ョ
ン 

（土
地
利
用
計
画
）承
認 

H26 

営
農
再
開(

48h
a) 

 

H24/9/26 

圃
場
整
備
事
業
計
画
変
更

説
明
会 

H24/12 

圃
場
整
備
事
業
計
画
変
更 

手
続
き 

3.１ 復興圃場整備の実施経緯の把握 

14 

H23/11 

復
興
交
付
金
事
業
に
つ
い
て 

検
討
開
始 

H24/10 

Ｃ -
 

４ 

事
業
の
申
請 

 C-4事業 
 

対象先が組織に限定 
⇒ぱるファームの設立を

後押し  
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3．復興圃場整備の実施経緯
と計画内容の解明 
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3.１ 復興圃場整備の実施経緯の把握 
3.２ 復興圃場整備の計画内容の把握 

目的① 

3.２ 復興圃場整備の計画内容の把握 

震災前 目標(H30) 
対象区 108.5ha 

震災後 目標(H32) 
対象区 142.4ha 

震災前 目標(H30) 
対象区 108.5ha 

農機具の被害等を受け、
規模拡大が困難 

震災前の 
担い手 

年齢 
（Ｈ20） 

後
継
者 

の
有
無 

震災後の変更 

A01 40 無 個別担い手 

A02 56 有 個別担い手 

A03 60 無 法人役員 

A04 37 無 法人役員 

A05 48 無 担い手から除外 

A06 55 無 法人役員 

A07 58 有 担い手から除外 

A08 47 無 担い手から除外 

大曲 
生産組合 

- - 法人化 

震災前の 
担い手 

年齢 
（Ｈ20） 

後
継
者 

の
有
無 

震災後の変更 

A01 40 無 個別担い手 

A02 56 有 個別担い手 

A03 60 無 法人役員 

A04 37 無 法人役員 

A05 48 無 担い手から除外 

A06 55 無 法人役員 

A07 58 有 担い手から除外 

A08 47 無 担い手から除外 

大曲 
生産組合 

- - 法人化 

震災後 目標(H32) 
対象区 142.4ha 

震災後の 
担い手 

地区内の経営等        
農用地面積 
H24 H32年 

A01 2.02 3.97 

A02 7.44 11.12 

㈱ぱるファーム 
大曲 

- 73.88 

浜地区は特に被害が  
大きく、新たに編入 

４．復興圃場整備の計画策定
過程の分析 
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４.１ 議事録のデータベース化の概要
４.２ 内容分析の結果 

目的② 
４.１ 会議録のデータベース化の概要 

○分析資料 
 ・議事録20回分 
  県の担当者出席会議（H24/4～12）  
  営農再開に向けたソフト面  

○コメントの抽出 
 ・大曲地区に関連するもの 計204個 

○コメントの分類 
 ・8つのテーマに分類 

月
日 
番
号 

テーマ 
質
疑 

発言者 コメント内容 

5/1 39 
①営農ビジョン 
④リース事業 

✔ 
農業振興部 
⇒東松島市 

農業復興ではどういった園芸作物を団地化するか、早く
まとめた地域が有利な立場で生産できる。早く予算要
求することが重要。市自身で営農構想を策定してもらい
たい。部として総力を挙げてサポートしたい 
⇒農業用機械リース分も含め、市全体の営農構想を策
定したい 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

テーマ 
①営農ビジョン 
②圃場整備事業 
③担い手・法人 
④リース事業 
⑤農地集積・土地利用調整 
⑥住民説明・合意形成 
⑦工事施工内容 
⑧復旧作業・工事 
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４.１ 会議録のデータベース化の概要 

○分析資料 
 ・議事録20回分 
  県の担当者出席会議（H24/4～12）  
  営農再開に向けたソフト面  

○コメントの抽出 
 ・大曲地区に関連するもの 計204個 

○コメントの分類 
 ・8つのテーマに分類 

月
日 
番
号 

テーマ 
質
疑 

発言者 コメント内容 

5/1 39 
①営農ビジョン 
④リース事業 

✔ 
農業振興部 
⇒東松島市 

農業復興ではどういった園芸作物を団地化するか、早く
まとめた地域が有利な立場で生産できる。早く予算要
求することが重要。市自身で営農構想を策定してもらい
たい。部として総力を挙げてサポートしたい 
⇒農業用機械リース分も含め、市全体の営農構想を策
定したい 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

テーマ 
①営農ビジョン 
②圃場整備事業 
③担い手・法人 
④リース事業 
⑤農地集積・土地利用調整 
⑥住民説明・合意形成 
⑦工事施工内容 
⑧復旧作業・工事 

４．復興圃場整備の計画策定
過程の分析 
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４.１ 議事録のデータベース化の概要
４.２ 内容分析の結果 

目的② 

⑧復旧作業・工事 

①営農ビジョン 

②圃場整備事業 

⑥住民説明・合意形成 

⑦工事施工内容 

提案・説明 意見 

⑤農地集積・
土地利用調整 

一体的推進 

４.２ 内容分析の結果 

利用 

集積先 

一体性のある計画の策定 

要件、
貸付 

利用 

③担い手・法人 

④リース事業 

凡例 
関係性 

整備する機械・
施設の規模など 

ぱるファームの経営
面積・栽培品目など 

⑧復旧作業・工事 

①営農ビジョン 

②圃場整備事業 

⑥住民説明・合意形成 

⑦工事施工内容 

提案・説明 意見 

⑤農地集積・
土地利用調整 

一体的推進 

４.２ 内容分析の結果 

利用 

集積先 

一体性のある計画の策定 

要件、
貸付 

利用 

③担い手・法人 

④リース事業 

凡例 
関係性 

整備する機械・
施設の規模など 

ぱるファームの経営
面積・栽培品目など 
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⑧復旧作業・工事 

①営農ビジョン 

②圃場整備事業 

⑥住民説明・合意形成 

⑦工事施工内容 

提案・説明 意見 

一体的推進 

４.２ 内容分析の結果 

要件、
貸付 

利用 

④リース事業 

関係機関の密な連携による情報共有 

異なるテーマ間での協議事項の連携 

⑤農地集積・
土地利用調整 

利用 

集積先 

③担い手・法人 

凡例 
関係性 

⑧復旧作業・工事 

①営農ビジョン 

②圃場整備事業 

⑥住民説明・合意形成 

⑦工事施工内容 

提案・説明 意見 

⑤農地集積・
土地利用調整 

一体的推進 

４.２ 内容分析の結果 

利用 

集積先 

要件、
貸付 

利用 

③担い手・法人 

④リース事業 

会議と現場での意見調整を
自主的に進める 

T氏 

圃場整備通信の配布や 
積極的な住民説明会の開催 

関係機関（行政・JA・住民組織など） 

住民への情報発信により理解を深めること 

凡例 
関係性 

５．住民組織の関係性と
役割の解明 

23 

５.１ 組織の変遷と関係性の把握 
５.２ 生産の担い手組織の役割の把握 
５.３ 土地利用調整組織の役割の把握 
５.４ 組織間のメンバーの比較 

目的③ 

大曲生産組合 

㈱ぱるファーム大曲 

大曲集団転作組合 

貝殻塚集団転作組合 

上納集団転作組合 

生産組織 

大曲地区集落営農実践委員会 

集落営農組織 

大曲地区農用地利用改善組合 

土地利用調整組織 農地の集積 

H10年  

H13年  

H14年  

H19年3月 

H24年12月6日  

H17年4月8日 

H23年3月11日  

H25年2月26日 

H20年2月25日 

H21年7月21日 

大曲地区ほ場整備
事業推進委員会 

大曲地区 
換地委員会 

大曲地区 
評価委員会 

圃場整備関連組織 

大曲地区ほ場整備
実行委員会 

幹事として参加 

 継続 
 再編 
 関係性 

凡
例 

年月日  

担い手組織 
に設定 

（法人化予定） 

担い手組織に設定 

５.１ 組織の変遷と関係性の把握 

情報・ビジョンの共有 

東日本大震災発生 

大曲生産組合 
大曲地区集落営農実践委員会 

㈱ぱるファーム大曲 

大曲地区農用地利用改善組合 

合同委員会
の開催 
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５．住民組織の関係性と
役割の解明 

25 

５.１ 組織の変遷と関係性の把握 
５.２ 生産の担い手組織の役割の把握 
５.３ 土地利用調整組織の役割の把握 
５.４ 組織間のメンバーの比較 

目的③ 

○組合長M氏を中心に集団転作組合3つを合併し、集団転作の実施 

○経営体事業において、地域の営農を担う担い手組織として設定 

26 

５.２ 生産の担い手組織の役割の把握  

（株）ぱるファーム大曲 

大曲生産組合 

○M氏を中心に、生産組合のメンバー4名で設立  

○復興圃場整備において、担い手組織として設定 

○C-4事業の受け皿として設定 

全組合員の被災を受け、担い手が必要 
震災前の地域営農の振興に寄与してきた 

生産組織 

震災後の地域営農を担っていく生産組織 

（H19年3月設立） 

（H24年12月6日設立） 

○組合長M氏を中心に集団転作組合3つを合併し、集団転作の実施 

○経営体事業において、地域の営農を担う担い手組織として設定 

27 

５.２ 生産の担い手組織の役割の把握  

（株）ぱるファーム大曲 

大曲生産組合 

○M氏を中心に、生産組合のメンバー4名で設立  

○復興圃場整備において、担い手組織として設定 

○C-4事業の受け皿として設定 

全組合員の被災を受け、担い手が必要 

震災前の地域営農の振興に寄与してきた 
生産組織 

震災後の地域営農を担っていく生産組織 

（H19年3月設立） 

（H24年12月6日設立） 

５．住民組織の関係性と
役割の解明 

28 

５.１ 組織の変遷と関係性の把握 
５.２ 生産の担い手組織の役割の把握 
５.３ 土地利用調整組織の役割の把握 
５.４ 組織間のメンバーの比較 

目的③ 
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○経営体事業実施の提案 
○委員長T氏を中心に自主的な活動による合意形成の下地づくり 
○県単事業「手づくりプラン」導入による地域活性化ビジョンの策定 

（H25年2月26日設立） 

29 

５.３ 土地利用調整組織の役割の把握 

大曲地区農用地利用改善組合 

大曲地区集落営農実践委員会 （H17年4月8日設立） 

地域農業の将来を考える際の中心的組織 

○T氏を中心に、役員のメンバーを再選 
○地区内農地所有者・耕作者（3分の2以上）で構成 
○農地利用集積目標に向けた土地利用調整を実施 

土地利用調整を中心に今後の営農を 
考えていく組織 

農地集積に特化した組織が必要 

○経営体事業実施の提案 
○委員長T氏を中心に自主的な活動による合意形成の下地づくり 
○県単事業「手づくりプラン」導入による地域活性化ビジョンの策定 

（H25年2月26日設立） 

30 

５.３ 土地利用調整組織の役割の把握 

大曲地区農用地利用改善組合 

大曲地区集落営農実践委員会 （H17年4月8日設立） 

地域農業の将来を考える際の中心的組織 

○T氏を中心に、役員のメンバーを再選 
○地区内農地所有者・耕作者（3分の2以上）で構成 
○農地利用集積目標に向けた土地利用調整を実施 

土地利用調整を中心に今後の営農を 
考えていく組織 

農地集積に特化した組織が必要 

５．住民組織の関係性と
役割の解明 

31 

５.１ 組織の変遷と関係性の把握 
５.２ 生産の担い手組織の役割の把握 
５.３ 土地利用調整組織の役割の把握 
５.４ 組織間のメンバーの比較 

目的③ 

32 

５.４ 組織間のメンバーの比較 (１)震災前の組織  

生産組合の構成員14名中、 
12名が実践委員会のメンバー 

NO. 役職 氏名 
年齢 

(H25/12) 

1 組合長 M 66 

2 副組合長 AD 53 

3 生産部長 KC 47 

4 販売部長 AA 43 

5 庶務 AI 46 

6 会計 SB 70 

7 班長 AF 51 

8 班長 SA 62 

9 班長 C 60 

10 監事 AB 69 

11 監事 T 64 

12 構成員 KB 62 

13 構成員 KA 60 

14 構成員 AC 54 

NO. 役職 氏名 
年齢 

(H25/12) 

1 組合長 M 66 

2 副組合長 AD 53 

3 生産部長 KC 47 

4 販売部長 AA 43 

5 庶務 AI 46 

6 会計 SB 70 

7 班長 AF 51 

8 班長 SA 62 

9 班長 C 60 

10 監事 AB 69 

11 監事 T 64 

12 構成員 KB 62 

13 構成員 KA 60 

14 構成員 AC 54 

生産組合（H19） 実践委員会（H17） 
NO. 役職 氏名 

年齢 
(H25/12) 

1 監事 AB 69 

2   AF 51 

3   KC 47 

4   KB 62 

5 委員長 T 64 

6   SA 62 

7 副委員長 M 66 

8   AH 77 

9   SC 64 

10   GB 76 

11   DD 不明 

12   AG 63 

13 副委員長 KA 60 

14   DA 64 

15   MB 76 

16 副委員長 AD 53 

17 監事 AE 79 

18   AA 43 

19   MA 52 

20 会計 C 60 

21   AC 54 

22   AM 69 

NO. 役職 氏名 
年齢 

(H25/12) 

1 監事 AB 69 

2   AF 51 

3   KC 47 

4   KB 62 

5 委員長 T 64 

6   SA 62 

7 副委員長 M 66 

8   AH 77 

9   SC 64 

10   GB 76 

11   DD 不明 

12   AG 63 

13 副委員長 KA 60 

14   DA 64 

15   MB 76 

16 副委員長 AD 53 

17 監事 AE 79 

18   AA 43 

19   MA 52 

20 会計 C 60 

21   AC 54 

22   AM 69 
主要メンバーが複数
の住民組織で活動 
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NO. 役職 氏名 
年齢 

(H25/12) 

1 組合長 M 66 

2 副組合長 AD 53 

3 生産部長 KC 47 

4 販売部長 AA 43 

5 庶務 AI 46 

6 会計 SB 70 

7 班長 AF 51 

8 班長 SA 62 

9 班長 C 60 

10 監事 AB 69 

11 監事 T 64 

12 構成員 KB 62 

13 構成員 KA 60 

14 構成員 AC 54 

NO. 役職 氏名 
年齢 

(H25/12) 

1 監事 AB 69 

2   AF 51 

3   KC 47 

4   KB 62 

5 委員長 T 64 

6   SA 62 

7 副委員長 M 66 

8   AH 77 

9   SC 64 

10   GB 76 

11   DD 不明 

12   AG 63 

13 副委員長 KA 60 

14   DA 64 

15   MB 76 

16 副委員長 AD 53 

17 監事 AE 79 

18   AA 43 

19   MA 52 

20 会計 C 60 

21   AC 54 

22   AM 69 
33 

５.４ 組織間のメンバーの比較 (２)4Hクラブのつながり  

実践委員会（H17）・生産組合（H19）
のメンバー計24名中、15名が参加 

NO. 氏名 
年齢 

(H25/12) 
1 AA 43 

2 AB 69 

3 AC 54 

4 AD 53 

5 AE 79 

6 AF 51 

7 AG 63 

8 AH 77 

9 AI 46 

10 AM 69 

11 C 60 

12 DA 64 

13 DD 不明  

14 GB 76 

15 KA 60 

16 KB 62 

17 KC 47 

18 M 66 

19 MA 52 

20 MB 76 

21 SA 62 

22 SB 70 

23 SC 64 

24 T 64 

主要メンバー間には
古くからの繋がり 

○4Hクラブ（農

業青年クラブ） 
 

 若手農業者を中心に、
『農業の「夢」の実現に
向けた農業技術等の
改善・研究活動や同世
代の仲間づくりを中心
に活動を展開』 
     （栃木県
HPより） 

生産組合（H19） 実践委員会（H17） NO. 氏名 
年齢 

(H25/12) 
4H  
クラブ 

1 AA 43 ○ 

2 AB 69 ○ 

3 AC 54 ○ 

4 AD 53 ○ 

5 AE 79 - 

6 AF 51 - 

7 AG 63 ○ 

8 AH 77 - 

9 AI 46 ○ 

10 AM 69 - 

11 C 60 ○ 

12 DA 64 ○ 

13 DD 不明  - 

14 GB 76 - 

15 KA 60 ○ 

16 KB 62 - 

17 KC 47 ○ 

18 M 66 ○ 

19 MA 52 - 

20 MB 76 - 

21 SA 62 ○ 

22 SB 70 ○ 

23 SC 64 ○ 

24 T 64 ○ 

NO. 役職 氏名 
年齢 

(H25/12) 

1 組合長 M 66 

2 副組合長 AD 53 

3 生産部長 KC 47 

4 販売部長 AA 43 

5 庶務 AI 46 

6 会計 SB 70 

7 班長 AF 51 

8 班長 SA 62 

9 班長 C 60 

10 監事 AB 69 

11 監事 T 64 

12 構成員 KB 62 

13 構成員 KA 60 

14 構成員 AC 54 

NO. 役職 氏名 
年齢 

(H25/12) 

1 監事 AB 69 

2   AF 51 

3   KC 47 

4   KB 62 

5 委員長 T 64 

6   SA 62 

7 副委員長 M 66 

8   AH 77 

9   SC 64 

10   GB 76 

11   DD 不明 

12   AG 63 

13 副委員長 KA 60 

14   DA 64 

15   MB 76 

16 副委員長 AD 53 

17 監事 AE 79 

18   AA 43 

19   MA 52 

20 会計 C 60 

21   AC 54 

22   AM 69 
34 

５.４ 組織間のメンバーの比較 (２)4Hクラブのつながり  

実践委員会（H17）・生産組合（H19）
のメンバー計24名中、15名が参加 

NO. 氏名 
年齢 

(H25/12) 
1 AA 43 

2 AB 69 

3 AC 54 

4 AD 53 

5 AE 79 

6 AF 51 

7 AG 63 

8 AH 77 

9 AI 46 

10 AM 69 

11 C 60 

12 DA 64 

13 DD 不明  

14 GB 76 

15 KA 60 

16 KB 62 

17 KC 47 

18 M 66 

19 MA 52 

20 MB 76 

21 SA 62 

22 SB 70 

23 SC 64 

24 T 64 

主要メンバー間には
古くからの繋がり 

○4Hクラブ（農業青年クラブ） 
 

 若手農業者を中心に、『農業の「夢」の実現に向けた
農業技術等の改善・研究活動や同世代の仲間づくり
を中心に活動を展開』      （栃木県HPより） 

生産組合（H19） 実践委員会（H17） NO. 氏名 
年齢 

(H25/12) 
4H  
クラブ 

1 AA 43 ○ 

2 AB 69 ○ 

3 AC 54 ○ 

4 AD 53 ○ 

5 AE 79 - 

6 AF 51 - 

7 AG 63 ○ 

8 AH 77 - 

9 AI 46 ○ 

10 AM 69 - 

11 C 60 ○ 

12 DA 64 ○ 

13 DD 不明  - 

14 GB 76 - 

15 KA 60 ○ 

16 KB 62 - 

17 KC 47 ○ 

18 M 66 ○ 

19 MA 52 - 

20 MB 76 - 

21 SA 62 ○ 

22 SB 70 ○ 

23 SC 64 ○ 

24 T 64 ○ 

６．復興圃場整備の合意形成
に影響を与える要因 

35 

総合考察 事業制度 地域特性 促進要素 

法人の設立に
意欲的な住民
の存在 

住民への積極的な
説明会 

圃場整備通信の
配布 

復興圃場整備の合意形成 

T氏のリーダーシップ 

関係機関の密な連携 

住民組織の主体的
な活動 

実践委員会による 
話し合いの積み重ね 

主要メンバーが複数
の住民組織で活動 
してきたこと 

行政による合意形成
の下地の形成支援
「手作りプラン」 

4Hクラブ活動などの
昔からの繋がり 

６ 復興圃場整備の合意形成に影響を与える要因 

地元負担金なしの 
復興圃場整備の実施 

C-4事業による法人
への農業用機械・
施設の無償整備 

農地中間管理
事業の活用 

住宅、農業用機械・
施設等の壊滅的被害 

凡例 

：合意形成に影響を 
 与える要因 
：要因間の関係性 
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７．まとめ 

37 38 

○本研究の成果 
 合意形成が円滑に進んだ地区において、復興圃場整備の合意
形成に影響を与える要因を考察した 

○今後の展望と課題 
➤個々の農家の視点から、今後の農業に関する選択とその要因
を明らかにし、迅速な農業再建の実現に向けて求められる制度や
支援を検討したい 
 
➤今後の支援策や政策の提言のためにも、関係者の記憶が曖昧
になる前に“現場で何が起きていたのか”という情報を出来る限り
集積していくことが求められる 


